
厚生労働省（老健局）の取組
について

平成２７年３月１９日
厚生労働省 老健局 高齢者支援課



１ 高齢者向け住まいの概要
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高齢者向け住まいの定員数
（単位：人・床）

※１：介護保険３施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10/1時点）【H12・H13】」及び「介護給付費実態調査（10月審査分）【H14～】（定員数ではなく利用者数）」による。
※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護福祉施設サービスの利用者を合算したもの。
※３：認知症高齢者グループホームは、H12～H16は痴呆対応型共同生活介護、H17～は認知症対応型共同生活介護により表示。
※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「H24社会福祉施設等調査（10/1時点）」による。ただし、H21~H23は調査票の回収率から算出した推計値であり、H24は基本票の数値。
※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果（7/1時点）による。
※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（9/30時点）」による。
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①特別養護老人ホーム ②養護老人ホーム ③軽費老人ホーム ④有料老人ホーム
⑤サービス付き

高齢者向け住宅

⑥認知症高齢者

グループホーム

根拠法 ・老人福祉法第20条の5 ・老人福祉法第20条の4
・社会福祉法第65条
・老人福祉法第20条の6

・老人福祉法第29条 ・高齢者住まい法第5条
・老人福祉法第5条の2
第６項

基本的

性格
要介護高齢者のための
生活施設

環境的、経済的に困窮
した高齢者の施設

低所得高齢者のための
住居

高齢者のための住居 高齢者のための住居 認知症高齢者のための
共同生活住居

定義 入所者を養護すること
目的とする施設

入居者を養護し、その
が自立した生活を営み、
社会的活動に参加する
めに必要な指導及び訓
その他の援助を行うこ
目的とする施設

無料又は低額な料金で、
食事の提供その他日常
活上必要な便宜を供与
ることを目的とする施

老人を入居させ、①入
排せつ又は食事の介護、
②食事の提供、③洗濯、
掃除等の家事、④健康
理のいずれかをする事
を行う施設

状況把握サービス、生
相談サービス等の福祉
サービスを提供する住

入浴、排せつ、食事等
介護その他の日常生活
の世話及び機能訓練を
う住居共同生活の住居

利用できる

介護保険

・介護福祉施設

サービス

・特定施設入居者生活介護

・訪問介護、通所介護等の居宅サービス

・認知症対応型

共同生活介護

主な

設置主体

・地方公共団体

・社会福祉法人

・地方公共団体

・社会福祉法人

・地方公共団体

・社会福祉法人

･知事許可を受けた法人

・限定なし

（営利法人中心）

・限定なし

（営利法人中心）

・限定なし

（営利法人中心）

対象者

65歳以上の者であって、
身体上又は精神上著し
障害があるために常時
介護を必要とし、かつ、
宅においてこれを受け
ことが困難なもの

65歳以上の者であって、
環境上及び経済的理由
により居宅において養
を受けることが困難な

身体機能の低下等によ
自立した生活を営むこ
について不安であると
められる者であって、
による援助を受けるこ
が困難な60歳以上の者

老人

※老人福祉法上、老人
関する定義がないため、
解釈においては社会通
念による

次のいずれかに該当す
単身・夫婦世帯

・60歳以上の者
・要介護/要支援認定を
けている60歳未満の者

要介護者/要支援者で
あって認知症である者
の者の認知症の原因と
る疾患が急性の状態に
る者を除く。）

１人当たり

面積
10.65㎡ 10.65㎡

21.6㎡（単身）
31.9㎡（夫婦）など

13㎡（参考値） 25㎡ など 7.43㎡

件数※ 8,935件 (H26.10) 953件 (H24.10) 2,182件 (H24.10) 9,581件 (H26.7) 4,932件 (H26.9.30) 12,597件 (H26.10)

定員数※ 538,900人 (H26.10) 65,113人 (H24.10) 91,474人 (H24.10) 387,666人 (H26.7) 158,579戸 (H26.9.30) 184,500人 (H26.10)

※①・⑥→介護給付費実態調査（「定員数」の値については利用者数）、 ②・③→社会福祉施設等調査（基本票）、
④→厚生労働省老健局調べ、 ⑤→サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム調べ

高齢者向け住まいの概要
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○特別養護老人ホームは、要介護高齢者のための生活施設であり、入所者に対して、入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活の
世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を提供する。

○１９６３年（昭和３８年）の老人福祉法制定時に創設され、その後、２０００年（平成１２年）に介護保険法が制定された際、「介護老
人福祉施設」として介護保険制度に組み込まれた。

○定員２９名以下のものは、「地域密着型特別養護老人ホーム（地域密着型介護老人福祉施設）」と呼ばれる。
○平成２６年１０月現在、施設数は８，９３５施設、サービス受給者数は５３．９万人である（介護給付費実態調査）。

【根拠法：老人福祉法第２０条の５、介護保険法第８条第２６項】

≪指定権者≫
・定員３０名以上の特養の場合
都道府県・政令指定都市・中核市

・定員２９名以下の特養の場合
市町村

≪設置者≫
【自治体関係】

○都道府県
○市町村
○地方独立行政法人

【自治体関係以外】

○社会福祉法人
○日本赤十字社
○厚生連

①認可申請
☆認可・指定の流れと施設基準

≪認可権者≫
都道府県・政令指定都市・中核市

④介護保険法上の「介護老人福祉施設」として指定

③指定申請（介護保険サービスの提供を行いたい場合）

②老人福祉法上の「特別養護老人ホーム」として認可

≪人員配置基準≫
・医師： 必要数（従うべき基準）
・介護・看護職員： ３：１（従うべき基準）
・機能訓練指導員：１人以上（従うべき基準）

等

≪設備基準≫
・居室定員： 原則１人（参酌すべき基準）
・居室面積： １人当たり１０．６５㎡（従うべき基準）
・廊下の幅：原則１．８ｍ以上、中廊下の幅は原則２．７ｍ以上（参酌すべき基準）
・要介護者が入浴しやすい浴室の設置（参酌すべき基準）
・消火設備その他の非常災害時に必要な設備の設置（参酌すべき基準） 等

※上記のような運営基準（基準省令）は条例に委任されており、各自治体はその内容を踏まえ、基準条例を定めている。
※基準省令は、条例制定に当たり、「従うべき基準」（必ず適合しなければならない基準）、「参酌すべき基準」（十分参照しなければならない基準）と、拘束力に差異がある。 4

特別養護老人ホームについて



１．制度の目的

○ 65歳以上の者であって、環境上の理由及び経済的理由により居宅において養護を受けることが困難なものを入所さ
せ、その者が自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するために必要な指導及び訓練その他の援助を行う措置施
設。（老人福祉法第20条の４）

○設置に当たっては、市町村は都道府県知事への届出、社会福祉法人は都道府県知事の認可が必要。

（措置の理由）
・環境上の理由とは、家族や住居の状況などから、その者が現在置かれている環境の下では、居宅において生活すること
が困難であると認められる場合
・経済的理由とは、本人の属する世帯が生活保護を受けているか、市町村民税の所得割を課されていない場合等

（措置の理由）
・環境上の理由とは、家族や住居の状況などから、その者が現在置かれている環境の下では、居宅において生活すること
が困難であると認められる場合
・経済的理由とは、本人の属する世帯が生活保護を受けているか、市町村民税の所得割を課されていない場合等

２．制度の概要

３．支援措置

○平成24年度より、養護老人ホームへの入所を要する高齢者が引き続き住み慣れた地域で生活が続けられるよう、比較
的設置が容易である「小規模な養護老人ホーム（定員29人以下）」の整備費用を、ハード交付金・ソフト交付金のメ
ニューに追加している。

※養護老人ホーム保護費負担金（運営費）（H17～）や上記以外の整備費（H18～）は、地方公共団体へ税源移譲している。

養護老人ホームの概要

○施設数等 ・施設数 ９０５施設
・定員数 ６１，８０８人
・入所者数 ５６，８６０人（入所率 ９２．０％）

○利用対象者 ・市町村が設置する「入所判定委員会」により、一定の基準に基づき、措置の要否を判定

○面積基準 ・10.65㎡以上
○介護保険との関係（平成18年度より）

・入所者が介護保険の居宅サービスの利用が可能
・「外部サービス利用型特定施設入居者生活介護」の指定を受けることが可能

（ H24.10現在
※回収できた施設のみ）
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１．制度の目的

○無料又は低額な料金で家庭環境、住宅事情等の理由により居宅において生活することが困難な老人を入所させ、食事の提供そ
の他日常生活上必要な便宜を供与する施設。（老人福祉法第20条の６）

○設置に当たって、市町村・社会福祉法人は都道府県知事への届出、他の法人は都道府県知事の許可が必要。

２．制度の概要

３．支援措置

○ 平成17年度より、小規模な軽費老人ホーム（定員29人以下、特定施設入居者生活介護の指定を受けるものに限る）
の整備費用をハード交付金（H21以降は介護基盤緊急整備等臨時特例基金）の対象としている。

○ 平成22年度より、都市型軽費老人ホームの整備費用を、ハード交付金の対象としている。
○ 平成24年度より、都市型軽費老人ホームの整備に必要な開設準備経費を、ソフト交付金の対象としている。

※軽費老人ホームの事務費（H16～）や上記以外の整備費（H18～）は、地方公共団体へ税源移譲している。

軽費老人ホームの概要

【軽費老人ホームの種別】
①高齢者が車いす生活となっても自立した生活が送れるように配慮した「ケアハウス」
②都市部における低所得高齢者に配慮した小規模なホームである「都市型」
③食事の提供や日常生活上必要な便宜を供与する「Ａ型」（※経過措置）
④自炊を原則とする「Ｂ型」（※経過措置）

【軽費老人ホームの種別】
①高齢者が車いす生活となっても自立した生活が送れるように配慮した「ケアハウス」
②都市部における低所得高齢者に配慮した小規模なホームである「都市型」
③食事の提供や日常生活上必要な便宜を供与する「Ａ型」（※経過措置）
④自炊を原則とする「Ｂ型」（※経過措置）

○施設数等 ・施設数 ２，０４５施設
・定員数 ８６，２６５人
・利用者数 ８０，５６１人（利用率 ９３．４％）

○利用対象者 ・60歳以上、家庭環境、住宅事情等の理由で在宅での生活が困難な者。
（利用者と施設長との契約による）

○面積基準

○介護保険との関係・利用者が介護保険の居宅サービスの利用が可能
・「特定施設入居者生活介護」の指定を受けることが可能（H12～）
（「外部サービス利用型特定施設入居者生活介護」の指定を受けることが可能（H18～））

ケアハウス 都市型 A型 （経過措置） B型 （経過措置）

21.6㎡（13畳）【単身】
31.9㎡（19畳）【夫婦】

7.43㎡/人（4.5畳）
10.65㎡（6.5畳）が望ましい

6.6㎡/人（4畳） 16.5㎡（10畳）【単身】
24.8㎡（15畳）【夫婦】

（ H24.10現在
※回収できた施設のみ）
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認知症（急性を除く）の高齢者に対して、共同生活住居で、家庭的な環境と地域住民との交流の下、入浴・排せつ・食事等の介

護などの日常生活上の世話と機能訓練を行い、能力に応じ自立した日常生活を営めるようにする。

○１事業所あたり１又は２の共同生活住居（ユニット）を運営

○１ユニットの定員は、5人以上9人以下

○住宅地等に立地

○居室は、７．４３㎡（和室４．５畳）以上で原則個室

○その他

居間・食堂・台所・浴室等日常生活に必要な設備

○介護従業者

日中：利用者３人に１人（常勤換算）

夜間：ユニットごとに１人

○計画作成担当者

ユニットごとに１人（最低1人は介護支援専門員）
○管理者

３年以上認知症の介護従事経験のある者が常勤専従

《利用者》

《設備》

《人員配置》

共同生活住居（ユニット）のイメージ

《運営》

○運営推進会議の設置

・利用者・家族・地域住民・外部有識者等

から構成

・外部の視点で運営を評価

（基本的な考え方）

個室
個室

個室
個室

個室

個室
個室個室

（共用空間）

個室

浴室

WC

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の概要
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有料老人ホームの概要
１．制度の目的

○老人福祉法第29条第１項の規定に基づき、老人の福祉を図るため、その心身の健康保持及び生活の安定のために必
要な措置として設けられている制度。

○設置に当たっては都道府県知事等への届出が必要。なお、設置主体は問わない（株式会社、社会福祉法人等）。

○介護保険制度における「特定施設入居者生活介護」として、介
護保険の給付対象に位置付けられている。ただし、設置の際の
届出とは別に、一定の基準を満たした上で、都道府県知事の指
定を受けなければならない。

３．提供する介護保険サービス

○老人を入居させ、以下の①～④のサービスのうち、いずれかの
サービス（複数も可）を提供している施設。

２．有料老人ホームの定義
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有料老人ホーム数の推移

※法令上の基準はないが、自治体の指導指針の標準モデルである「有料老人ホーム設置運営標準指導指
針」では居室面積等の基準を定めている(例：個室で１人あたり13㎡以上等)

健康管理

食事の提供

①①

④④

洗濯・掃除等の
家事の供与

③③

介護の提供

介護（入浴・排泄・
食事）の提供

②②



１．登録基準

《ハード》 ・床面積は原則25㎡以上 ・構造・設備が一定の基準を満たすこと
・バリアフリー（廊下幅、段差解消、手すり設置）

《サービス》 ・サービスを提供すること （少なくとも安否確認・生活相談サービスを提供）
［サービスの例：食事の提供、清掃・洗濯等の家事援助 等］

《契約内容》 ・長期入院を理由に事業者から一方的に解約できないなど、居住の安定が図られた契約であること
・敷金、家賃、サービス対価以外の金銭を徴収しないこと
・前払金に関して入居者保護が図られていること
（初期償却の制限、工事完了前の受領禁止、保全措置・返還ルールの明示の義務付け）

このイメージは、現在表示
できません。

このイメージは、現在表
示できません。

このイメージは、現在表示でき
ません。

このイメージは、現在表
示できません。

24時間対応の訪問看護・介護
「定期巡回随時対応サービス」の活用→介護保険法改正により創設

サービス付き高齢者向け住宅の概要
高齢者の居住の安定確保に関する法律（改正法：公布 H23.4.28／施行H23.10.20）

登録戸数： 戸
（平成 日現在）
登録戸数：176,405戸
（平成27年2月28日現在）

【併設施設】
診療所、訪問看護ステーション、
ヘルパーステーション、
デイサービスセンター など

２．登録事業者の義務
・契約締結前に、サービス内容や費用につい
て書面を交付して説明すること
・登録事項の情報開示
・誤解を招くような広告の禁止
・契約に従ってサービスを提供すること

３．行政による指導監督
・報告徴収、事務所や登録住宅への立入検査
・業務に関する是正指示
・指示違反、登録基準不適合の
場合の登録取消し

サービス付き高齢者向け住宅

住み慣れた環境で
必要なサービスを受けながら

暮らし続ける

（※有料老人ホームも登録可）
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○サービス付き高齢者向け住宅が必ず提供しなければならないサービスは、「安否確認」「生活相談」のみ。そ
の他の「食事」、「介護（入浴、排せつの介助など）」、「生活支援（買い物代行、病院への送り迎えなど）」などの
サービスが提供されるかどうかは、それぞれの住宅によって異なる。

○ 安否確認や生活相談が必須であることから、いざというときには、適切な対応・サービスが受けられる環境（医
療・介護へのつなぎ）が確保されている。

○入居者は、自身の心身の状況に照らし合わせて、必要な医療・介護サービスを受けることができる
よう、個別にサービス事業者と契約を結ぶ必要がある。

10

サービス付き高齢者向け住宅における「サービス」



サービス付き高齢者向け住宅
住宅型有料老人ホーム

介護付有料老人ホーム

○「介護付有料老人ホーム」では、ホーム事業者が提供する介護保険サービスをホーム内で受けられる。

○「サービス付き高齢者向け住宅」「住宅型有料老人ホーム」では、必要に応じて、入居者自身が外部のサービス
事業者と契約して、介護保険サービスの提供を受ける。

医療

外部サービス（単独施設・併設施設）
※入居者が事業者を自由に選べる

11

介護サービスの提供方法の違い



老人ホーム等を対象とした容積率制限の緩和

地下室の床面積の不算入地下室の床面積の不算入

○建築物については、都市計画においてそれぞれの地域ごとに定められた「容積率」の限度を上回ることがないよう
に建築することが求められれている。

○今般の建築基準法改正により、老人ホーム等において適用可能な容積率の緩和にかかる改正事項として、以下の２
つのパターンが認められることとなった（建築基準法第52条第３項、第６項）。

12

①対 象： 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類
するもの（具体の用途については、施行日まで
にあらためて情報提供する予定）

②概 要：床面積の合計の３分の１を限度として、地
下室の床面積を容積率に不算入とする。

③効 果：地上部分に計画していた機械室や倉庫等を
地下部分に配置することで、地上部分の居室面
積を拡大することが可能となる。

エレベーター 路の床面積の不算入エレベーター昇降路の床面積の不算入

①対 象：すべての建築物

②概 要：エレベーターかごの停止階全ての床面積が容
積率に算入されていたが、今後は不算入とな
る。

③効 果：従来に比べて、エレベーターが着床する部分
の仮想的な床面積の分だけ、他の居室面積を拡
大することが可能となる。

④施行日：改正法の公布（平成26年６月４日）から１
年以内を予定

④施行日：平成26年７月１日

敷地面積
：1,000㎡

建物の床面積
：2,000㎡

敷地面積
：1,000㎡

建物の床面積
：2,000㎡

例：容積率 ％の地域例：容積率の上限200％の地域

地下室

最大で1,000㎡
（合計3,000㎡の1/3に相当）

エレベーターの
昇降路

・・・容積率の算入計算から除外する部分（エレベーター停止階の仮想的な床）

仮想的に床とみなされ、
容積率の計算対象として算入

今後は容積率の計算対象
から除外



～地域包括ケアの推進～

２ 介護保険サービスとの連携について
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入居者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される
地域包括ケアシステムの構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。

地域包括ケアシステムの構築について

14



総合相談支援業務

主任ケア
マネジャー等

介護予防
ケアマネジメント業務

保健師等

社会福祉士等

行政機関、保健所、医療

機関、児童相談所など

必要なサービスにつなぐ

多面的（制度横断的）
支援の展開

介護サービス

成年後見制度

地域権利擁護

医療サービス

ヘルスサービス

虐待防止

ボランティア

民生委員

介護相談員

チームアプローチ

権利擁護業務

包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援業務

・「地域ケア会議」等を通じた自立支
援型ケアマネジメントの支援

・ケアマネジャーへの日常的個別指
導・相談

・支援困難事例等への指導・助言

住民の各種相談を幅広く受け付け
て、制度横断的な支援を実施

要支援・要介護状態になる可能性
のある方に対する介護予防ケアプ
ランの作成など

・成年後見制度の活用促進、
高齢者虐待への対応など

地域包括支援センターについて

地域包括支援センターは、市町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員等を
配置して、住民の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、地域の住民を包
括的に支援することを目的とする施設。（介護保険法第115条の46第１項）

全国で４，５５７か所。
（ブランチ等を含め７，２２８か所）
※平成26年４月末現在。全ての市町村に設置

→日常生活圏域への設置を推進 15



地域住民の参加地域住民の参加

高齢者の社会参加生活支援・介護予防サービス

生活支援の担い手
としての社会参加

○現役時代の能力を活かした活動
○興味関心がある活動
○新たにチャレンジする活動

・一般就労、起業
・趣味活動
・健康づくり活動、地域活動
・介護、福祉以外の
ボランティア活動 等

○ニーズに合った多様なサービス種別

○住民主体、NPO、民間企業等多様な
主体によるサービス提供

・地域サロンの開催
・見守り、安否確認
・外出支援
・買い物、調理、掃除などの家事支援
・介護者支援 等

バックアップ

バックアップ

都道府県等による後方支援体制の充実

市町村を核とした支援体制の充実・強化

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増加。ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同
組合等の多様な主体が生活支援・介護予防サービスを提供することが必要。

○ 高齢者の介護予防が求められているが、社会参加・社会的役割を持つことが生きがいや介護予防につながる。
○ 多様な生活支援・介護予防サービスが利用できるような地域づくりを市町村が支援することについて、制度的な位置づけの強
化を図る。具体的には、生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の
地域資源の開発やそのネットワーク化などを行う「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の配置などについて、介
護保険法の地域支援事業に位置づける。

生活支援・介護予防サービスの充実と高齢者の社会参加
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○予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護保険制度の地域支援事業へ移

行（２９年度末まで）。財源構成は給付と同じ（国、都道府県、市町村、1号保険料、２号保険料）。

○既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティアなど地域の多様な主体を活用して高齢者を

支援。高齢者は支え手側に回ることも。

新しい総合事業と生活支援サービスの充実

・住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防活動の推進
・元気な時からの切れ目ない介護予防の継続
・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防の取組
・見守り等生活支援の担い手として、生きがいと役割づくりによる互助の推進

・住民主体のサービ
ス利用の拡充

・認定に至らない
高齢者の増加

・重度化予防の推進

・専門的なサービスを必要とする人に
は専門的なサービスの提供
（専門サービスにふさわしい単価）

・支援する側とされる側という画一的
な関係性ではなく、サービスを利用
しながら地域とのつながりを維持で
きる

・能力に応じた柔軟な支援により、
介護サービスからの自立意欲が向上

・多様なニーズに対
するサービスの拡
がりにより、在宅生
活の安心確保

予防給付
（全国一律の基準）

地域支援事業

移行

移行

・多様な担い手による多様なサービス
（多様な単価、住民主体による低廉な
単価の設定、単価が低い場合には
利用料も低減）

同時に実現

サービスの充実

費用の効率化

訪問介護
ＮＰＯ、民間事業者等による掃除・洗濯等の
生活支援サービス

住民ボランティアによるゴミ出し等の生活支
援サービス

既存の訪問介護事業所による身体介護・生
活援助の訪問介護

通所介護

既存の通所介護事業所による機能訓練等
の通所介護

ＮＰＯ、民間事業者等によるﾐﾆﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾛﾝ、住民主体の運動・交流の場

リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職等関与
する教室

介護予防・生活支援の充実
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（２）協議体の設置 ⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 ⇒多様な主体による多様な取組のコーディネート
機能を担い、一体的な活動を推進。コーディネート機能は、以下のＡ～Ｃの機能があるが、当面ＡとＢの機能を
中心に充実。

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の中学校区域があり、平成26年度は第１層、平成29年度までの
間に第２層の充実を目指す。
① 第１層 市町村区域で、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
② 第２層 中学校区域で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開

※ コーディネート機能には、第３層として、個々の生活支援・介護予防サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッチング
する機能があるが、これは本事業の対象外

（Ａ）資 源 開 発 （Ｂ）ネットワーク構築 （Ｃ）ニーズと取組のマッチング

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
基
盤
整
備
に
向
け
た
取
組

○ 地域に不足するサービスの創出
○ サービスの担い手の養成

○ 元気な高齢者などが担い手として活動す
る場の確保 など

○ 関係者間の情報共有
○ サービス提供主体間の連携の体制づくり

など

○ 地域の支援ニーズとサービス提供主体の
活動をマッチング

など

民間企業 ボランティアＮＰＯ 協同組合 社会福祉法人

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例

等

生活支援の充実・強化 平成２６年度 １０億円 → ２７年度 １０７億円生活支援の充実・強化 平成２６年度 １０億円 → ２７年度 １０７億円

生活支援コーディネーターの配置や協議体の設置等により、担い手やサービスの開発を行い、
高齢者の社会参加及び生活支援・介護予防の充実を推進する。
※介護保険法改正により、平成２７年度から地域支援事業（包括的支援事業）に位置づけ

※元気な高齢者等を含めた生活支援の担い手に係る養成研修も実施可能
18



施設

在宅

介護保険サービスの体系

訪問系サービス

・訪問介護 ・訪問看護 ・訪問入浴介護
・居宅介護支援 ・定期巡回・随時対応サービス 等

通所系サービス

・通所介護 ・通所リハビリテーション等

短期滞在系サービス

・短期入所生活介護（ショートステイ） 等

居住系サービス

・特定施設入居者生活介護（有料老人ホームなど）
・認知症対応型共同生活介護 等

入所系サービス

・介護老人福祉施設（特養） ・介護老人保健施設
19



【地域密着型サービスの種類】

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ○認知症対応型通所介護（認知症デイ）

○夜間対応型訪問介護 ○認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

○小規模多機能型居宅介護 ○地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

○地域密着型特定施設入居者生活介護 ○看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）

地域密着型サービスの概要

利用

地域密着型サービス事業所

指定、

指導・監督

平成１７年介護保険制度改革により、要介護者の住み慣れた地域での生活を支えるため、身近な市

町村で提供されることが適当なサービス類型（＝地域密着型サービス）を創設した。

保険給付

１： A市の住民のみが利
用可能

○市町村が指定権限を持つ

○その市町村の住民のみが
サービス利用可能 （A市の
同意を得た上で他の市町村
が指定すれば、他の市町村
の住民が利用することも可
能）

２：地域単位で適正なサー
ビス基盤整備

市町村（それをさらに細かく分け
た圏域）単位で必要整備量を定め
ることで、地域のニーズに応じたバ
ランスの取れた整備を促進

３：地域の実情に応じた指定基
準、介護報酬の設定

４：公平・公正透明な仕組み

指定（拒否）、指定基準、報酬設定に
は、地域住民、高齢者、経営者、保健・
医療・福祉関係者等が関与

A 市



○ 訪問介護などの在宅サービスが増加しているものの、重度者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を２４時間支える仕組
みが不足していることに加え、医療ニーズが高い高齢者に対して医療と介護との連携が不足しているとの問題がある。

○ このため、①日中・夜間を通じて、②訪問介護と訪問看護の両方を提供し、③定期巡回と随時の対応を行う「定期巡回・随時
対応型訪問介護看護」を創設（2012年４月）。

＜参考＞

１．第５期介護保険事業計画での実施見込み

平成24年度 平成25年度 平成26年度

１８９保険者
（０．６万人／日）

２８３保険者
（１．２万人／日）

３２９保険者
（１．７万人／日）

２．社会保障・税の一体改革での今後の利用見込み

平成27年度 平成37年度

１万人／日 １５万人／日

月

火

水

木

金

土

日

6時

水分補給
更衣介助

排せつ介助
食事介助
体位交換

排せつ介助
食事介助

0時 2時 4時 8時 10時 12時 14時 16時 18時 20時 22時

通所介護

通所介護

定期巡回

随時訪問

訪問看護

オペレーター

随時対応
利用者からの通報により、
電話やICT機器等による応対・訪問
などの随時対応を行う

通報

定期巡回型訪問

定期巡回型訪問

訪問介護と訪問看護が一体的又
は密接に連携しながら、
定期巡回型訪問を行う

＜定期巡回・随時対応サービスのイメージ＞

＜サービス提供の例＞

・日中・夜間を通じてサービスを受けること
が可能

・訪問介護と訪問看護を一体的に受けるこ
とが可能

・定期的な訪問だけではなく、必要なとき
に随時サービスを受けることが可能

夜間・深夜の対応は日中と比べて少なく、利用
者からのコールも少ない。（イメージが実態と大
きく異なっていることが多い。）

【三菱UFJリサーチ＆コンサルティング調査より】

参入していない事業者は、
「夜間・深夜の対応が中心」
「コール対応が中心」 等のイメージ

実態は、

体位変換
水分補給
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「通い」を中心として、要介護者の様態や希望に応じて、随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせてサービスを提
供することで、中重度となっても在宅での生活が継続できるよう支援するため、小規模多機能型居宅介護が創設さ
れた（平成１８年４月創設）。

利用者の自宅

在宅生活の支援

様態や希望により、 「訪問」

小規模多機能型居宅介護事業所

「訪問」

人員配置は固定にせず、柔軟な業務遂行を可能に。

様態や希望により、

「泊まり」

○１事業所の登録定員は
２５名以下

○「通い」の利用定員は
登録定員の２分の１
～１５名の範囲内

○「泊まり」の利用定員は
通いの利用定員の
３分の１～９名の範囲内

「通い」を中心 とした
利用

○居間及び食堂は機能
を十分に発揮しうる適
当な広さ

○泊まりは４．５畳程度で
プライバシーが確保で
きるしつらえ

○介護・看護職員
日中：通いの利用者

３人に１人
＋訪問対応１人

夜間：泊まりと訪問対応
で２人（１人は宿直可）

○介護支援専門員１人

○要介護度別の月単位の定額報酬

《利用者》 《設備》《人員配置》

どのサービスを利用しても、なじみの職員によるサー
ビスが受けられる。

運営推進会議

利用者、利用者の家族、地域住民、市町
村の職員、地域包括支援センターの職員
等による会議において、おおむね２月に１回
以上、活動状況等について協議・報告・評
価を行う。

○ 外部の視点の評価による地域に
開かれたサービス

○ サービスの質の確保

小規模多機能型居宅介護の概要
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看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）

• サービスの普及に向けた取組の一環として、サービス内容が具体的にイメージできる「看護小規
模多機能型居宅介護」に改称する（運営基準事項）。

概要

登録利用者への看護小規模多機能型居宅介護の提供

・協力医療機関 ・協力歯科医療機関
・バックアップ施設（介護老人福祉施設、
介護老人保健施設、病院等）

・主治医・地域住民の代表者
・市町村又は地域包括
支援センターの職員等

通い
泊まり

自宅
訪問

（看護･介護）

がん末期の看取り期・
病状不安定期における在
宅生活の継続支援

家族へのレスパイトケ
ア、相談対応による不安
の軽減

退院直後の在宅療
養生活へのスムー
ズな移行支援

登録利用者以外の地
域住民に対しても訪
問看護を提供
（指定訪問看護事業所
の指定を併せて受けて

いる場合）

○登録定員：29名以下 （通い定員18名以下・宿泊定員9名以下）
○主な人員：常勤換算2.5以上の看護職員（うち常勤保健師又は

看護師1以上）、 専従の介護支援専門員、その他職員

医療ニーズの高い利用者の状況に応じたサービスの
組み合わせにより、地域における多様な療養支援を行う

登録利用者
以外への
訪問看護

入院・休日
夜間の対応

密接な連携
訪問看護指示

運営推進会議
等による連携

看護小規模多機能型居宅介護事業所
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住み慣れた環境で必要なサービスを
受けながら暮らし続ける

24時間対応の訪問介護・看護
「定期巡回・随時対応サービス」

高齢者向け住まい

日常生活や介護に不安を抱く「高齢単身・夫婦のみ世帯」が、住み慣れた地域で安心して暮らすことを可能と
するよう、「サービス付き高齢者向け住宅」「有料老人ホーム」などの高齢者向け住まいに、24時間対応の
「定期巡回・随時対応サービス」などの介護サービスや、診療所などの医療機関や訪問診療などの医療を組み
合わせた仕組みの普及を図る。

24

周辺住民へのサービス提供

・訪問系事業所（訪問介護、訪問看護、定期巡回・随時対応サービス）
・デイサービスセンター
・小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護
・病院、診療所

高齢者向け住まいと介護・医療の連携イメージ


